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第６ 地下タンク貯蔵所の基準（危政令第１３条） 

 

地下タンク貯蔵所の位置、構造及び設備の技術上の基準 

区  分 危 政 令 危 省 令 

一重殻 

タンク 
タンク室構造 １３①  

 

 

 

二重殻 

タンク 

鋼製二重殻タンク

(SS) 

 

１３② ２４の２の２①+② 

鋼製強化ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製

二重殻タンク(SF) 

 

１３② ２４の２の２③+④ 

２４の２の３ 

強化ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製二重

殻タンク(FF) 

１３② ２４の２の２③+④ 

２４の２の３ 

２４の２の４ 

漏 れ 防 止 構 造 １３③ ２４の２の５ 

アルキルアルミニウム等 １３④ ２４の２の６、７、８ 

注）算用数字は条、○の囲いは項を表すもの。 

【第６－１表 地下タンク貯蔵所に適用される基準】 

 

 

 タンクの設置方式

等による分類 
タンクの種類による分類 

地下タンク 

貯蔵所 

タンク室方式 

鋼製タンク 

鋼製二重殻タンク（ＳＳ二重殻タンク） 

鋼製強化プラスチック製二重殻タンク（ＳＦ二重殻タンク） 

強化プラスチック製二重殻タンク（ＦＦ二重殻タンク） 

直接埋設構造 

鋼製二重殻タンク（ＳＳ二重殻タンク） 

鋼製強化プラスチック製二重殻タンク（ＳＦ二重殻タンク） 

強化プラスチック製二重殻タンク（ＦＦ二重殻タンク） 

漏れ防止構造 鋼製タンク 

【第６－２表 地下タンク貯蔵所の分類】 

 

 



第 6-2 

 

１ タンク室構造（一重殻タンク）の地下タンク貯蔵所（第１項） 

(1) 地下貯蔵タンクの設置位置等（第１項第１号～第４号） 

ア 地下貯蔵タンクは、原則として地盤面下に設けられたタンク室に設置す

ること。 

 イ 地下貯蔵タンクとタンク室の内側との間は、０．１m 以上の間隔を保ち、

かつ、当該タンクの周囲に乾燥砂をつめること。０．１m以上の間隔は、タ

ンク設置の際の施工性等を考慮したものである。また、タンク室内につめ

る乾燥砂については、可燃性蒸気がタンク室内に滞留するのを防ぐ目的で

定められたものである。 

なお、良質の膨張性頁岩を、砂利から砂までの各サイズに粉砕して高温

で焼成し、これを冷却して人工的に砂にしたもの（人工軽量砂）は、乾燥

砂として認められている。（昭和４４年１月６日消防予第１号、昭和６１

年１１月２０日消防危第１０９号） 

 ウ 地下貯蔵タンクの頂部は、０．６m以上地盤面から下にあること。ここで

いう「タンク頂部」には、タンクマンホールの部分は含まれない。 

 エ 地下貯蔵タンクを二以上隣接して設置する場合は、その相互間に１m（当

該二以上の地下貯蔵タンクの容量の総和が指定数量の１００倍以下である

ときは０．５m）以上の間隔を保つこと。これらは、他のタンクへの影響を

及ぼさない距離を考慮して定められたものである。 

(2) 標識、掲示板（第１項第５号）（危省令第１７条第１項、第１８条第１項） 

   「第２ 製造所の基準３」の例によること。 

   標識及び掲示板は、外部から見やすい箇所に地下タンク貯蔵所ごとに設け

ること。 

(3) 地下貯蔵タンクの構造（第１項第６号） 

   地下貯蔵タンクは、厚さ３．２㎜以上の鋼板（SS400）又はこれと同等以

上の機械的性質を有する材料で気密に造るとともに、圧力タンクを除くタン

クにあっては７０kPa の圧力で、圧力タンクにあっては最大常用圧力の１．

５倍の圧力でそれぞれ１０分間水圧試験において、漏れ、又は変形しないも

のであること。 

また、地下貯蔵タンクの構造について、当該地下貯蔵タンク及びその附属

設備の自重、貯蔵する危険物の重量、当該地下タンクに係る内圧、土圧等の

主荷重及び地震の影響等の従荷重によって生じる応力及び変形に対して安

全なものであること。また、主荷重及び主荷重と従荷重の組合せにより地下

貯蔵タンク本体に生じる応力は、許容応力以下でなければならないこと（危

省令第２３条関係）。 

また、地下貯蔵タンクが鋼製横置円筒型の場合の許容応力については、告

示において定められたとおりとすること（告示第４条の４７関係）。 
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なお、地下貯蔵タンクに作用する荷重及び発生応力については、一般的に

次により算出することができるものであること。(平成１７年３月２４日消

防危第５５号） 

なお、危政令第１３条第１項（一重殻タンク）及び第３項（タンク室設置）

の規定による地下貯蔵タンクは構造計算を要すること。ただし、「地下貯蔵

タンク及びタンク室の構造例について」（平成３０年４月２７日消防危第７

３号）「地下貯蔵タンク及びタンク室の構造例」に適合する構造の地下貯蔵

タンクに限り構造計算を省略できるものとする。 

 

ア 作用する荷重 

(ｱ) 主荷重 

① 固定荷重（地下貯蔵タンク及びその附属設備の自重） 

W1：固定荷重 ［単位：N］ 

② 液荷重（貯蔵する危険物の重量） 

 W2＝γ1・V 

W2：液荷重 ［単位：N］ 

γ1：液体の危険物の比重量 ［単位：N/mm3］ 

V：タンク容量 ［単位：mm3］ 

③ 内圧 

P1＝PG＋PL 

P1：内圧  ［単位：N/mm2］ 

PG：空間部の圧力（無弁通気管のタンクにあっては、考慮する必要

がない） ［単位：N/mm2］ 

PL：静液圧 ［単位：N/mm2］ 

静液圧 PLは、次のとおり求める。 

PL＝γ1・h1 

γ1：液体の危険物の比重量 ［単位：N/mm3］ 

h1：最高液面からの深さ ［単位：mm］ 

④ 乾燥砂荷重 

 タンク室内にタンクが設置されていることから、タンク頂部まで

の乾燥砂の上載荷重とし、その他の乾燥砂の荷重は考慮しないこと

としてよい。 

P2＝γ2・ｈ2 

P2：乾燥砂荷重 ［単位：N/mm2］ 

γ2：砂の比重量 ［単位：N/mm3］ 

h2：砂被り深さ（タンク室の蓋の内側から地下タンク頂部までの深

さ） ［単位：mm］ 
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(ｲ) 従荷重 

① 地震の影響 

 静的震度法に基づく地震動によるタンク軸直角方向に作用する水

平方向慣性力を考慮することとしてよい。なお、地震時土圧につい

ては、タンク室に設置されていることから考慮しない。 

FS＝Kh（W1＋Ｗ2＋W3） 

FS：タンクの軸直角方向に作用する水平方向地震力 ［単位：N］ 

Kh：設計水平震度（告示第４条の２３による） 

W1：固定荷重 ［単位：N］ 

W2：液荷重 ［単位：N］ 

W3：タンクの軸直角方向に作用する乾燥砂の重量 ［単位：N］ 

② 試験荷重 

 完成検査前検査、定期点検を行う際の荷重とする。 ［単位：N/mm2］ 

イ 発生応力等 

 鋼製横置円筒型の地下貯蔵タンクの場合、次に掲げる計算方法を用いる

ことができること。 

(ｱ) 胴部の内圧による引張応力 

σS1＝Pi・(Ｄ／2t1) 

σS1：引張応力 ［単位：N/mm2］ 

Pi：（内圧、正の試験荷重） ［単位：N/mm2］ 

Ｄ：タンク直径 ［単位：mm］ 

ｔ1：胴の板厚 ［単位：mm］ 

(ｲ) 胴部の外圧による圧縮応力 

σs2＝Po・(Ｄ／2t1) 

σS2：圧縮応力 ［単位：N/mm2］ 

Po：（乾燥砂荷重、負の試験荷重） ［単位：N/mm2］ 

Ｄ：タンク直径 ［単位：mm］ 

ｔ1：胴の板厚 ［単位：mm］ 

(ｳ) 鏡板部の内圧による引張応力 

σk1＝Pi・（Ｒ／2ｔ2） 

σk1：引張応力 ［単位：N/mm2］ 

Pi：（内圧、正の試験荷重） ［単位：N/mm2］ 

Ｒ：鏡板中央部での曲率半径 ［単位：mm］ 

ｔ2：鏡板の板厚 ［単位：mm］ 

(ｴ) 鏡板部の外圧による圧縮応力 

σk2＝Po・（Ｒ／2ｔ2） 

σk2：圧縮応力 ［単位：N/mm2］ 
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Po：（乾燥砂荷重、負の試験荷重） ［単位：N/mm2］ 

Ｒ：鏡板中央部での曲率半径 ［単位：mm］ 

ｔ2：鏡板の板厚 ［単位：mm］ 

(ｵ) タンク固定条件の照査 

 地下タンク本体の地震時慣性力に対して、地下タンク固定部分が、必

要なモーメントに耐える構造とするため、次の条件を満たすこと。 

FS・L≦R・l 

FS：タンク軸直角方向に作用する水平方向地震力 ［単位：N］ 

Ｌ：FSが作用する重心から基礎までの高さ ［単位：mm］ 

Ｒ：固定部に発生する反力 ［単位：N］ 

ｌ：一の固定部分の固定点の間隔 ［単位：mm］ 

(4) 水圧試験の基準 

   水圧試験は、下記によること。 

 ア マンホール上面まで水を満たすこと。 

 イ 圧力タンクとは、最大常用圧力 70/1.5kPa(=46.7kPa)以上のことであり、

圧力タンク以外のタンクとは 70/1.5kPa(=46.7kPa)未満のことである。 

 ウ 水圧試験において生じてはならない変形とは、永久変形であり、加圧中

に変形を生じても圧力を抜いた時に加圧前の状態に復するものは、変形に

該当しないものであること。 

 エ 圧力タンクのうち、高圧ガス保安法及び労働安全衛生法の適用を受ける

ものの試験圧力及び試験時間は、危省令第２０条の５の２によること。 

 オ タンクと圧力計との間に落差がある場合は、実際にタンクに加わる圧力

と圧力計に表示される圧力（ゲージ圧）との間に誤差（落差１ｍごとに１

０kPa）が生じるため、補正したゲージ圧で加圧する必要がある。 

(5) 地下貯蔵タンクに間仕切りを設けるときは下記によること。 

 ア 貯蔵する危険物は、同一の類であること。 

 イ 間仕切りの方法は垂直区画のみとし、厚さ３．２㎜以上の鋼板又は、こ

れと同等以上の機械的性質を有する材料で完全に区画すること。 

 ウ 注油管、送油管及び通気管等は、間仕切りにより仕切られた部分ごとに

設けること。 

(6) 内面コーティングを施工するため、地下貯蔵タンクを開放し板厚測定をし

た結果、板厚が３．２㎜未満となるような減肉又はせん孔が発見された場合、

「既設地下貯蔵タンクの継続使用についての特例」（平成２１年１１月１７

日消防危第２０４号）に適合するときは、危政令第２３条を適用して、当該

地下貯蔵タンクを継続使用することができる。 
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(7) タンク等の外面保護（第１項第７号）（危省令第２３条の２） 

 ア 直接埋設の一重殻地下タンクの外面保護 

  (ｱ) 平成１７年の改正以前に許可を受けた直接埋設の一重殻地下貯蔵

タンクについては、埋設方法は従前の例によることとされているが、

タンクの外面保護として、【第６－３表】の方法によるものとされて

いる。（告示第４条の４８第１項） 

告示 塗覆装の種類 塗覆装の方法 

第 4条の 48  

第 1項第 1号 
モルタル 

タンクの外面にさびどめ及びアスファルトプライマーの順に塗装を行った

後、アスファルトルーフィング及びワイヤラスの順にタンクを被覆し、その表

面に厚さ２ｃｍ以上に達するまでモルタルを塗装したもの 

第 4条の 48  

第 1項第 2号 
アスファルト 

タンクの外面にさびどめ塗装を行い、その表面にアスファルト及びアスファ

ルトルーフィングによる被覆を厚さ１ｃｍに達するまで交互に行ったもの 

第 4条の 48  

第 1項第 3号 

エポキシ樹脂 

又は 

タールエポキシ 

樹脂 

タンクの外面にプライマーを塗装し、その表面に覆装材を巻き付けた後、エ

ポキシ樹脂又はタールエポキシ樹脂による被覆をタンクの外面から厚さ２ｍ

ｍ以上に達するまで行ったものこの場合において、覆装材は、ビニロンクロス

又はヘッシャンクロスに適合しなければならない。 

第 4条の 48  

第 1項第 4号 
ＦＲＰ 

タンクの外面にプライマーを塗装し、その表面にガラス繊維等を強化材とし

た強化プラスチック（ＦＲＰ）による被覆を厚さ２ｍｍ以上に達するまで行っ

たもの 

【第６－３表 一重殻の直接埋設タンクの外面保護】 

 

  (ｲ) 前(ｱ)における地盤面下に直接埋没された一重殻地下貯蔵タンクのう

ち、設置年数、塗覆装の種類及び設計板厚が一定の要件を満たすものを

「腐食のおそれが特に高い地下貯蔵タンク」等として区分し、当該区分

に応じ、内面の腐食を防止するためのコーティングの措置（流出防止対

策）を講ずる必要がある。（平成２２年７月８日消防危第１４４号） 

ただし、休止中の地下貯蔵タンク（危険物の貯蔵及び取扱いが行われ

ておらず、危険物が清掃等により完全に除去されていること等の処置が

講じられているタンク）は、危政令第２３条を適用し、内面の腐食を防

止するためのコーティングの措置を講じないことを認めても差し支え

ない。（平成２２年７月２３日消防危第１５８号） 

 イ その他の地下貯蔵タンクの外面保護 

  (ｱ) 前ア以外の地下貯蔵タンクについても、【第６－４表】のとおり外面

保護方法が定められている。 
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 地下貯蔵タンクの設置方法 保護すべき部分 

保 護 方 法 の 種 類 

さびど

め塗装 

 

(Ａ) 

エポキシ樹

脂・ｳﾚﾀﾝｴﾗｽﾄ

マー樹脂被覆 

(Ｂ) 

強化プラ

スチック

被覆 

 (Ｃ) 

Ｂ又はＣと同

等以上の性能

を有する方法 

(Ｄ) 

地下貯蔵タンク（二重殻タンクを除く。）をタ

ンク室に設置 

(危政令第 13条第 1項、危省令 23の 2第 1項) 

地下貯蔵タンク

の 

外面 

 ○ ○ ○ 

鋼製二重殻タンクをタンク室又は地盤面下に

直接埋設 

(危政令第 13条第 2項、危省令 23の 2第 2項) 

二重殻タンクの 

外面 
 ○ ○  

鋼製強化プラスチック製二重殻タンクを 

タンク室又は地盤面下に直接埋設 

(危政令第 13条第 2項、危省令 23の 2第 2項) 

地下 

貯蔵 

ﾀﾝｸ 

検知層部

注２ 
○    

上部 

注２ 
  ○  

地下貯蔵タンクをコンクリートで被覆して 

地盤面下に直接埋設（漏れ防止構造） 

（政令第 13条第 3項、規則 23の 2第 3項） 

地下貯蔵タンク

の 

外面 

 ○ ○  

強化プラスチック製二重殻タンク 

（ＦＦ二重殻タンク） 
不要 － － － － 

【第６－４表 地下タンクの外面保護（一重殻の直接埋設除く）】 

（注１）○が付けられている保護方法のいずれかを用いる。「－」は外面保護不要 

(注２）保護すべき部分の欄において、「検知層部」とは、危政令第 13 条第 2 項第 1 号ロの規定 

により、強化プラスチックを間げきを有するように被覆した部分をいい、「上部」とは、そ 

れ以外の部分をいう。また、「二重殻タンクの外面」とは、危政令第 13 条第 2 項第 1 号イ 

の規定により取り付けられた鋼板の外面及び当該鋼板が取り付けられていない部分の地下 

貯蔵タンクの外面をいう。 

（注３）保護方法の種類の欄において、（Ａ）から（Ｄ）は、下記のとおりとする。 

Ａ タンクの外面にさびどめ塗装をすること。（告示第４条の４８第３項第１号） 

Ｂ タンクの外面にプライマーを塗装し、その表面に覆装材を巻き付けた後、エポキシ樹脂

又はウレタンエラストマー樹脂による被覆をタンクの外面から厚さ２．０ｍｍ以上に達す

るまで行うこと。この場合において、覆装材は、耐熱用ビニロンクロスであって当該被覆

を保護若しくは補強するための十分な強度を有するもの又はＪＩＳL3405「ヘッシャンクロ

ス」に適合するものとしなければならない。（告示第４条の４８第３項第２号イ） 

Ｃ タンクの外面にプライマーを塗装し、その表面にガラス繊維等を強化材とした強化プラ



第 6-8 

 

スチックによる被覆を厚さ２．０ｍｍ以上に達するまで行うこと。（告示第４条の４８第

３項第１号及び同項第２号ロ） 

Ｄ 次表に掲げる性能が上記Ｂ又はＣに掲げる方法と同等以上の性能を有する方法とするこ

と。（告示第４条の４８第２項） 

なお、同等以上の性能を有することの確認は、同等以上の性能の確認を行なおうとする

方法（塗覆装の材料及び施工方法）により作成した試験片を用いて、次表に掲げる性能ご

とにそれぞれ示す方法で行うものとする。（平成１７年９月１３日消防危第２０９号） 

【第６－５表 外面保護の施工方法】 

 

１ 浸透した水が地下貯蔵タンクの外表面に接触することを防ぐための水蒸気透過防止性能 

                （告示第４条の４８第２項第１号） 

プラスチックシート等（当該シート等の上に作成した塗覆装を容易に剥がすことができる

もの）の上に、性能の確認を行なおうとする方法により塗覆装を作成し乾燥させた後、シー

ト等から剥がしたものを試験片として、ＪＩＳＺ0208「防湿包装材料の透湿度試験方法（カ

ップ法）」に従って求めた透湿度が、２．０ｇ／㎡・日以下であること。なお、恒温恒湿装

置は、条件Ａ（温度２５℃±０．５℃、相対湿度９０％±２％）とすること。 

２ 地下貯蔵タンクと塗覆装との間に間隙が生じないための地下貯蔵タンクとの付着性能 

                          （告示第４条の４８第２項第２号） 

ＪＩＳＫ5600-6-2「塗料一般試験方法－第６部：塗膜の化学的性質－第２節：耐液体性（水

浸せき法）」に従って、４０℃の水に２ヶ月間浸せきさせた後に、ＪＩＳＫ5600-5-7「塗料

一般試験方法－第５部：塗膜の機械的性質－第７節：付着性（プルオフ法）」に従って求め

た単位面積当たりの付着力（破壊強さ）が、２．０ＭＰa 以上であること。 

３ 地下貯蔵タンクに衝撃が加わった場合において、塗覆装が損傷しないための耐衝撃性能 

（告示第４条の４８第２項第３号） 

室温５℃及び２３℃の温度で２４時間放置した２種類の試験片を用いて、ＪＩＳＫ5600-5-

3「塗料一般試験方法－第５部：塗膜の機械的性質－第３節：耐おもり落下性」（試験の種類

は「デュポン式」とする。）に従って、５００mm の高さからおもりを落とし、衝撃による変

形で割れ又ははがれが生じないこと。 

さらに、上記試験後の試験片をＪＩＳＫ5600-7-1「塗料一般試験方法－第７部：塗膜の長

期耐久性－第１：耐中性塩水噴霧性」に従って３００時間の試験を行い、さびの発生がない

こと。 



第 6-9 

 

４ 貯蔵する危険物との接触による劣化、溶解等が生じないための耐薬品性能  

（告示第４条の４８第２項第４号） 

ＪＩＳＫ5600-6-1「塗料一般試験方法－第６部：塗膜の化学的性質－第１節：耐液体性（一

般的方法）」（７については、方法１（浸せき法）手順Ａによる。）に従って、貯蔵する危

険物を用いて９６時間浸せきし、塗覆装の軟化、溶解等の異常が確認されないこと。 

なお、貯蔵する危険物の塗覆装の軟化、溶解等に与える影響が、同等以上の影響を生じる

と判断される場合においては、貯蔵する危険物に代わる代表危険物を用いて試験を実施する

こと。 

【第６－６表 平成１７年９月１３日消防危第２０９号に定める性能表】 

 

  (ｲ) 告示第４条の４８第２項に規定する外面保護の方法に代えて、危政令

第２３条を適用し、次の方法で実施することを認めて差し支えない。 

ａ 塗装剤にポリエステル樹脂を使用する方法（昭和５６年１０月８日

消防危第１３５号） 

(a) JIS G3491 のガラスマットを使用する。 

(b) 塗覆装の方法はタンクの外面に下図による工法で施工し、厚さ２

㎜以上に達するまで上塗りとする。 

 

【第６－１図 塗装剤にポリエステル樹脂を使用する施工例】 

 

ｂ 塗装材にウレタン樹脂を使用する方法（昭和５７年９月８日消防危

第８９号） 

(a) 覆装材は、ポリエステルクロスを使用する。 

(b) 塗覆装の方法は、タンク外面にウレタン樹脂を下塗りし、ポリエ

ステルクロスを貼布し、更にウレタン樹脂を下図に示すように塗覆

装の厚さが２㎜以上に上塗りする。 



第 6-10 

 

 

【第６－２図 塗装材にウレタン樹脂を使用する施工例】 

 

ｃ 耐熱樹脂を使用する方法（昭和６０年７月３日消防危第９４号） 

(a) 覆装材は、耐熱樹脂を含浸させたポリエステルテープ、耐熱繊維

テープを使用する。 

    (b) 保護の方法は、タンクの外面に耐熱樹脂を下塗し耐熱樹脂を含浸

させたテープを帖付し、耐熱樹脂を厚さ２㎜以上に達するように上

塗し、その表面に耐水塗料を塗布した後２４時間乾燥させ、地下埋 

設する。 

ウ 前アの「直接埋設の一重殻地下貯蔵タンク」以外の地下貯蔵タンクで電

気的腐食のおそれのある場所に設置されたものは、告示で定める塗覆装（告

示第４条の４８第２項）及び電気防食（告示第４条の４９）を実施するこ

と。 

なお、「電気的腐食のおそれのある場所」とは、「第２ 製造所の基準

２２ 配管(2) カ」によること。 

エ 前アの「直接埋設の一重殻地下貯蔵タンク」及び前ウの電気的腐食のお

それのある場所に設置される地下貯蔵タンク以外の地下貯蔵タンクは、告

示で定める塗覆装（告示第４条の４８第２項）を実施すること。 

 オ 「腐食のおそれが著しく少ないと認められる材料で地下貯蔵タンクを造

る場合」とは、ステンレス鋼板その他の耐食性の高い材料で造られ、当該

地下タンクにおいて貯蔵し、又は取り扱う危険物及び地下タンクが埋設さ

れている土壌環境等に鑑み、当該タンクが十分な耐食性を有することが確

認された場合である。（平成２４年３月３０日消防危第９２号） 

(8) 通気管、安全装置（第１項第８号） 

 ア 第４類の危険物の地下貯蔵タンクのうち圧力タンク以外のタンクに設け

る通気管は、無弁通気管とし、その位置及び構造については「第５ 屋内

タンク貯蔵所１、(7)」の例によるほか、下記によること。 

  (ｱ) 通気管は、地下貯蔵タンクの頂部に取り付けること。 

(ｲ) 通気管のうち地下の部分については、その上部の地盤面にかかる重量
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が直接かからないように保護するとともに、通気管の接合部（溶接によ

る接合部分を除く。）については、接合部分の損傷を点検することがで

きる措置を講じること。 

(ｳ) 可燃性蒸気を回収するための弁を通気管に設ける場合にあっては、通

気管の弁は、地下貯蔵タンクに危険物を注入する場合を除き常時開放し

ている構造であるとともに、閉鎖した場合にあっては１０kPa 以下の圧

力で開放する構造のものであること。 

(ｴ) 通気管のうち、横引き管にあっては、１／１００以上の上り勾配とす

ること。 

(ｵ) 引火防止網は、４０メッシュ以上とすること。 

 イ 圧力タンクに設ける安全装置にあっては､「第４ 屋外タンク貯蔵所の基

準１３」の例によること。 

(9) 自動表示装置（第１項第８号の２） 

   「第４ 屋外タンク貯蔵所の基準１４」の例によること。 

(10) 注入口（第１項第９号） 

「第４ 屋外タンク貯蔵所の基準１５、(1)及び(3)～(6)」の例によるほ

か、次の構造とすること。 

 ア 注入口は、雨水の浸入を防止する構造とし、引火点が４０℃未満の危険

物のものにあっては、内部に４０メッシュ以上の引火防止網を設けること。 

イ 注入口は、原則として遠方注入口とするものとし、車両等の衝突等によ

る衝撃から防護するため、ふたのあるコンクリート造等のボックス内に設

けること。この場合において、当該ボックスから漏れた危険物が流出しな

い構造とすること。 

ウ 注入口は、地下貯蔵タンクへの注入時における可燃性蒸気の漏えい等を

考慮して、屋外に設けることとされているが、屋外であっても、階段、ド

ライエリア等蒸気の滞留する位置は避けること。 

エ タンクの上部から油を落下させる場合、油の飛散により一時的に蒸気発

生が増大し、危険物の種類によっては静電気による着火の可能性もあるた

め、地下タンクの注入のための配管はタンク内部の底部付近まで延長し、

そこに開口部を有する構造とすること。（昭和３７年４月６日自消丙予発

第４４号） 

(11) ポンプ設備（第１項第９号の２） 

 ア ポンプ及び電動機を地下貯蔵タンク外に設けるポンプ設備にあっては、

「第４ 屋外タンク貯蔵所の基準１６」の例によること（ポンプ設備の周

囲に空地を確保すること及びポンプ設備から屋外貯蔵タンクまでの間に距

離を保つことを除く。）。 

 イ ポンプ及び電動機を地下貯蔵タンク内に設けるポンプ設備にあっては、
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下記「油中ポンプ設備に係る規定の運用基準」によること。 

油中ポンプ設備に係る規定の運用基準 

平成５年９月２日消防危第６７号 

１ 電動機の構造（危省令第２４条の２第１号関係） 

(1) 固定子は、固定子の内部における可燃性蒸気の滞留及び危険物に接する

ことによるコイルの絶縁不良、劣化等を防止するため、金属製の容器に収

納し、かつ、危険物に侵されない樹脂を当該容器に充てんすることとされ

たこと。 

(2) 運転中に固定子が冷却される構造とは、固定子の周囲にポンプから吐出

された危険物を通過させる構造又は冷却水を循環させる構造をいうもので

あること。 

(3) 電動機の内部に空気が滞留しない構造とは、空気が滞留しにくい形状と

し、電動機の内部にポンプから吐出された危険物を通過させて空気を排除

する構造又は電動機の内部に不活性ガスを封入する構造をいうものである

こと。この場合において、電動機の内部とは、電動機の外装の内側をいう

ものであること。 

２ 電動機に接続される電線（危省令第２４条の２第２号関係） 

(1) 貯蔵し、又は取り扱う危険物に侵されない電線とは、貯蔵し、又は取り

扱う危険物に侵されない絶縁物で被覆された電線をいうものであること。 

(2) 電動機に接続される電線が直接危険物に触れないよう保護する方法と

は、貯蔵し、又は取り扱う危険物に侵されない金属管等の内部に電線を設

ける方法をいうものであること。 

３ 電動機の温度上昇防止装置（危省令第２４条の２第３号関係） 

締切運転による電動機の温度の上昇を防止するための措置とは、固定子の

周囲にポンプから吐出された危険物を通過させる構造により当該固定子を

冷却する場合にあっては、ポンプ吐出側の圧力が最大常用圧力を超えて上昇

した場合に危険物を自動的に地下貯蔵タンクに戻すための弁及び配管をポ

ンプ吐出管部に設ける方法をいうものであること。 

４ 電動機を停止する措置（危省令第２４条の２第４号関係） 

(1) 電動機の温度が著しく上昇した場合において電動機を停止する措置と

は、電動機の温度を検知し、危険な温度に達する前に電動機の回路を遮断

する装置を設けることをいうものであること。 

(2) ポンプの吸引口が露出した場合において電動機を停止する措置とは、地

下貯蔵タンク内の液面を検知し、当該液面がポンプの吸引口の露出する高

さに達した場合に電動機の回路を遮断する装置を設けることをいうもので

あること。 
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５ 油中ポンプ設備の設置方法（危省令第２４条の２第５号関係） 

(1) 油中ポンプ設備を地下貯蔵タンクとフランジ接合することとしているの

は、油中ポンプ設備の維持管理、点検等を容易にする観点から規定された

ものであること。また、油中ポンプ設備の点検等は、地上で実施すること。 

(2) 保護管とは、油中ポンプ設備のうち地下貯蔵タンク内に設けられる部分

を危険物、外力等から保護するために設けられる地下貯蔵タンクに固定さ

れる金属製の管をいうものであること。 

   なお、当該部分の外装が十分な強度を有する場合には、保護管内に設け

る必要がないこと。 

(3) 危険物の漏えいを点検することができる措置が講じられた安全上必要な

強度を有するピットは、地上からの作業が可能な大きさのコンクリート造

又はこれと同等以上の性能を有する構造の箱とし、かつ、ふたが設けられ

ていること。 

６ その他 

(1) 油中ポンプ設備に制御盤又は警報装置を設ける場合には、常時人がいる

場所に設置すること。 

(2) 油中ポンプ設備の吸引口は、地下貯蔵タンク内の異物、水等の侵入によ

るポンプ又は電動機の故障を防止するため、地下貯蔵タンクの底面から十

分離して設けることが望ましいこと。 

(3) ポンプ吐出管部には、危険物の漏えいを検知し、警報を発する装置又は

地下配管への危険物の吐出を停止する装置を設けることが望ましいこと。 

(4) 油中ポンプ設備には、電動機の温度が著しく上昇した場合、ポンプの吸

引口が露出した場合等に警報を発する装置を設けることが望ましいこと。 

 

 
【油中ポンプ設備の模式図（電動機内部に危険物を通過させる場合）】 
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【油中ポンプ設備の設置例】 

 

(12) 配管（第１項第１０号、１１号） 

配管は、「第２ 製造所の基準２２」の例によるほか次に掲げる構造とす

ること。 

 ア 静電気による災害が発生するおそれのある危険物を貯蔵するタンクに設

ける注入管は、タンク底部又はその付近まで到達する長さのものを設ける

こと。（昭和３７年４月６日自消丙予発第４４号） 

イ 地下貯蔵タンクの直上部における配管の接続部は、配管及びタンクの気

密試験が容易に行えるような構造（フランジ結合等）とすること。 
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 ウ 地下貯蔵タンクは、地盤面下に設けられることから、タンクからの漏え

いを迅速に覚知することは難しい場合が多い。地下貯蔵タンクへの配管

取付部を危険物の貯蔵最高液面レベル以下の箇所としたとすれば、配管

あるいは配管取付部に損傷が生じた場合タンク内の貯蔵危険物の漏えい

につながることから、このような潜在的危険要因を排除するため、地下

貯蔵タンクの配管は、すべてタンクの頂部に取り付けることとされてい

る。 

 エ 地下貯蔵タンクへ危険物を注入するための配管は、タンクの頂部からタ

ンク内部を通してタンクの底部付近まで下げて設置することが、危険物の

取扱い時の静電気による火災発生を防止するうえで有効である。 

オ 配管をトレンチ内に設ける場合及び、当該トレンチをマンホールプロテ

クターまで延長し、タンクのふたの一部にトレンチが食い込む場合は、「油

配管の収納方法ならびに地下タンク貯蔵所の構造について」（昭和４５年

２月１７日消防予第３７号）の条件に適合する場合に認められる。 

(13) 電気設備（第１項第１２号） 

   「第２ 製造所の基準１８」の例によること。 

(14) 漏洩検知設備（第１項第１３号） 

 ア 「液体の危険物の漏れを検査するための管」とは、次によること。 

(ｱ) 管は、タンクの外側の四隅に設けること。タンクの長辺が１０m 以上

である場合は、必要に応じて長辺方向に増設すること。 

(ｲ) 管は、二重管とすること。ただし、小孔のない上部は、単管とするこ

とができる。 

(ｳ) 管には、内外管ともおおむね下端からタンク中心（地下水位の高い場

フランジ結合 マンホール 

ＧＬ 

地下タンク貯蔵所 

【第６－３図 配管接続例】 
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所では地下水位上方）まで、漏れた危険物を容易に検知するための小孔

を設けること。 

(ｴ) 検査管の深さは、タンク底部の深さ以上とすること。 

(ｵ) 材質は、原則として金属製とすること。ただし、硬質塩化ビニル等耐 

食性を有する材質を用いる場合は、この限りでない。 

(ｶ) 管には、雨水の浸入しない堅固なふたを設けること。 

(ｷ) ２以上のタンクを１m以下に接近して設ける場合（タンク相互間 

に隔壁が設けられている場合を除く。）のタンク相互間に埋設するもの 

については、兼用することができること。 

１ｍ以下

タンク室方式

（隔壁を設けた場合）
漏れ防止構造タンク室方式

１ｍ以下漏えい検査管

漏えい検査管

 

【第６－４図 漏洩検査管設置例】 
 

 イ 危省令第２３条の３における「危険物の微少な漏れを検知するための設

備等」は次によること。 

  (ｱ) 地下貯蔵タンクからの危険物の微少な漏れを検知するための設備に

は、例えば高い精度でタンクの液面を管理することができる高精度液面

計がある。（平成２２年７月８日消防危第１４４号） 

  (ｲ) 地下貯蔵タンクに設置者等が１日に１回以上の割合で、地下貯蔵タン

クへの受け入れ量、払い出し量及びタンク内の危険物の量を継続的に記

録し、当該液量の情報に基づき分析者（法人を含む。）が統計的手法を

用いて分析を行うことにより、直径０.３㎜以下の開口部からの危険物

の流出の有無を確認することができる方法にあっては危政令第２３条

により認めることができる（一般財団法人全国危険物安全協会からの性

能評価を受けたものに限る）（平成２２年７月２３日消防危第１５８号）。 

  (ｳ) ステンレス鋼板その他の耐食性の高い材料で造られ、当該地下タンク

において貯蔵し、又は取り扱う危険物及び地下タンクが埋設されている

土壌環境等に鑑み、当該タンクが十分な耐食性を有することが確認され

た場合は、危政令第２３条を適用し、危険物の微少な漏れを検知するた
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めの設備を設けないことができる。（平成２４年３月３０日消防危第９

２号） 

(15) タンク室の構造（第１項第１４号）（危省令第２３条の４、第２４条）

（危告示第４条の５０） 

タンク室は、当該タンク室の自重、地下貯蔵タンク及びその附属設備並

びに貯蔵する危険物の重量、土圧、地下水圧等の主荷重並びに上載荷重、

地震の影響等の従荷重によって生ずる応力及び変形に対して安全なもので

なければならない。主荷重及び主荷重と従荷重との組合せによりタンク室

に生じる応力は、許容応力以下でなければならない。 

 なお、タンク室に作用する荷重及び発生応力については、一般的に次に

より算出することができるものであること。（平成１７年３月２４日消防

危第５５号） 

ただし、「地下貯蔵タンク及びタンク室の構造例について」（平成３０

年４月２７日付け消防危第７３号）に適合する構造の地下貯蔵タンクに限

り構造計算を省略できるものであること。 

ア 作用する荷重 

(ｱ) 主荷重 

① 固定荷重（タンク室の自重、地下貯蔵タンク及びその附属設備の

自重） 

W4：固定荷重 ［単位：N］ 

② 液荷重（貯蔵する危険物の重量） 

 W2＝γ1・V 

W2：液荷重 ［単位：N］ 

γ1：液体の危険物の比重量 ［単位：N/mm3］ 

V：タンク容量 ［単位：mm3］ 

③ 土圧 

P3＝KA・γ3・ｈ3 

P3：土圧 ［単位：N/mm2］ 

KA：静止土圧係数（一般的に 0.5） 

γ3：土の比重量 ［単位：N/mm3］ 

ｈ3：地盤面下の深さ ［単位：mm］ 

④ 水圧 

P4＝γ4・ｈ4 

P4：水圧 ［単位：N/mm2］ 

γ4：水の比重量 ［単位：N/mm3］ 

ｈ4：地下水位からの深さ（地下水位は、原則として実測値による） 

［単位：mm］ 
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(ｲ) 従荷重 

① 上載荷重 

 上載荷重は、原則として想定される最大重量の車両の荷重とする

（250kN の車両の場合、後輪片側で 100kNを考慮する）。 

② 地震の影響 

  地震の影響は、地震時土圧について検討する。 

P5＝KE・γ4・ｈ4 

   P5：地震時土圧 ［単位：N/mm2］ 

KE：地震時水平土圧係数 

地震時水平土圧係数 KEは、次によることができる。 

       cos2（φ＋θ） 

      １＋  sinφ・sin（φ－θ）］2 

            cosθ 

φ：周辺地盤の内部摩擦角 ［単位：度］ 

θ：地震時合成角 ［単位：度］ 

θ＝tan－1Kh 

Kh：設計水平震度（告示第４条の２３による） 

γ4：土の比重量 ［単位：N/mm3］ 

ｈ4：地盤面下の深さ ［単位：mm］ 

イ 発生応力 

 発生応力は、荷重の形態、支持方法及び形状に応じ、算定された断面

力（曲げモーメント、軸力及びせん断力）の最大値について算出するこ

と。 

 この場合において、支持方法として上部がふたを有する構造では、ふ

たの部分を単純ばり又は版とみなし、側部と底部が一体となる部分では、

側板を片持ばり、底部を両端固定ばりとみなして断面力を算定して差し

支えない。 

ウ タンク室の防水の措置に関する事項 

 タンク室の防水の措置について、水密コンクリート又はこれと同等以

上の水密性を有する材料で造るとともに、鉄筋コンクリート造とする場

合の目地等の部分及びふたとの接合部分には、雨水、地下水等がタンク

室の内部に浸入しない措置を講じることとされたこと。（危省令第２４

条関係） 

(ｱ)  水密コンクリート 

水密コンクリートとは、硬化後に水を通しにくく、水が拡散しにく

いコンクリートのことであり、一般に、水セメント比は、55%以下と

し、AE 剤若しくは AE 減水剤又はフライアッシュ若しくは高炉スラグ

KE＝ 
cos2θ 
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粉末等の混和材を用いたコンクリートをいうこと。（平成１７年３月

２４日消防危第５５号） 

(ｲ) タンク室の内部に浸入しない措置 

目地部等に雨水、地下水等がタンク室の内部に浸入しない措置とは、

振動等による変形追従性能、危険物により劣化しない性能及び長期耐

久性能を有するゴム系又はシリコン系の止水材を充てんすること等

の措置があること。（平成１７年３月２４日消防危第５５号） 

(16) マンホール等 

 ア 地下タンク貯蔵所上部の蓋には、地下タンク貯蔵所の点検管理ができな

くなるような工作物を設けないこと。（昭和４９年５月１６日消防予第７

２号） 

ただし、当該貯蔵所のポンプ設備についてはこの限りではない。（昭 

和５８年１２月２日消防危第１２８号） 

イ 地下貯蔵タンクに点検用マンホールを設置する場合、当該マンホールネ

ックとタンク本体の接合については、気密性が確保される場合に限り、ボ

ルト締めとして差し支えないこと。（昭和６２年１０月７日消防危第９７

号） 

(17) 留意事項 

地下タンク貯蔵所の設置場所は、当該施設の点検管理が容易に行える

よう、地下タンク貯蔵所の直上部に必要な空間が確保できる場所とする

こと。（昭和４９年５月１６日消防予第７２号） 

 

２ 二重殻タンクの地下タンク貯蔵所（第２項） 

(1) 二重殻タンクの構造（第２項） 

地下貯蔵タンクに、鋼板を間げきを有するように取り付け又は強化プラス

チックを間げきを有するように被覆したもの（二重殻タンク）の位置、構造

及び設備の基準については、次によること。 

 ア 鋼製二重殻タンク（内外殻とも鋼製） 

 イ 鋼製強化プラスチック製二重殻タンク（内殻が鋼製、外殻が強化プラス

チック製） 

 ウ 強化プラスチック製二重殻タンク（内外殻とも強化プラスチック製） 

   いずれの形式についても第１３条第１項の規定のうち、次の規定が適用

される。 
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適 用 規 定 規 定 の 内 容 

第２号 

第３号 

第４号 

第５号 

第６号 

第８号 

第８号の２ 

第９号 

第９号の２ 

第１０号 

第１１号 

第１２号 

第１４号 

タンクとタンク室内側との距離 

地下貯蔵タンクの頂部と地盤面との距離 

地下貯蔵タンク相互の間隔 

標識、掲示板 

地下貯蔵タンクの構造等（水圧試験に係る部分） 

通気管、安全装置 

液量自動表示装置 

注入口 

ポンプ設備 

配管 

タンク頂部への配管の取付け 

電気設備 

タンク室の構造 

【第６－７表 第１項中で適用される規定（二重殻タンク）】 

 

(2) 鋼製二重殻タンク（平成３年４月３０日消防危第３７号） 

 ア 鋼製二重殻タンクの構造 

  (ｱ) 鋼製二重殻タンクは、タンク室に設置する場合を除き、危政令第１３

条第２項第２号イからハまでのすべてに適合することとされているが、

その例としては【第６－５図】から【第６－９図】に示す構造のものが

あること。 

なお、土圧等は外側の鋼板にはたらき、スペーサーを介してタンクに

伝えられることとなるが、これらの例におけるタンクについては、各部

分に発生する応力が許容応力を超えないことが既に実験及び強度計算

により確認されたものであることから、この例により設置する場合には、

設置又は変更許可申請書に強度計算書等の書類の添付を要しないもの

であること。 
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【第６－５図 鋼製二重殻タンク図】 

 

 
【第６－６図 エアー抜き部断面詳細図】 
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【第６－７図 検知部断面詳細図】 

 

 

【第６－８図 一部胴部断面詳細図】 
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【第６－９図 鏡板部断面詳細図】 

 

(ｲ) 二重殻タンクのタンク板は、内殻及び外殻とも JIS G 3101 で規定さ

れた SS400 材、及びこれと同等以上の材質のものとすること。 

(ｳ) 内殻タンクと外殻タンクは、３ミリメートルの間隔を保持するため、

間隔保持材（以下「スペーサー」という。）を円周に設置すること。 

(ｴ) タンク上部の空気抜き口は、危政令第１３条第１項第１０号で規定さ

れた配管の基準を準用すること。 

 イ タンク間隙に設けるスペーサー  

(ｱ) 材質は原則として内殻タンクの板と同等の材質とすること。  

(ｲ) スペーサーと内殻タンクの板との溶接は、全周すみ肉溶接又は部分溶

接とすること。なお、部分溶接とする場合は、一辺の溶接ビードは 25

ミリメートル以上とすること。 

(ｳ) スペーサーを取り付ける場合は、内殻タンクの板に完全密着させるも

のとし、溶接線をまたぐことのないよう配置すること。  

(ｴ) 鋼製タンクの据え付けにあたっては、スペーサーの位置が基礎台の位

置と一致するものであること。 

 ウ 二重殻タンクの配管等接続部の構造  

タンクと配管の接続部は、地震動等による損傷を防止するため、次によ

る補強を施すこと。  

(ｱ) タンクと配管ノズルの接合部は、損傷を防止するための補強材を取り

付けること。  
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(ｲ) 配管ノズル部のタンクプロテクターは、板厚 3.2ミリメートル以上と

し、タンク本体又はマンホールに全周溶接すること。 

 エ 「鋼板を間げきを有するように取り付け」とは、タンクの底部から危険

物の最高液面を超える部分までの外側に、厚さ３．２mm 以上の鋼板を間げ

きを有するように取り付けることとされている。（危省令第２４条の２の

２第１項） 

オ 「危険物の漏れを常時検知するための総務省令で定める設備」とは、地

下貯蔵タンクの間げき内に満たされた鋼板の腐食を防止する措置を講じた

液体の漏れを検知することができる設備（漏えい検知装置）をいう。（危

省令第２４条の２の２第２項） 

なお、漏えい検知装置は、下記によること。（平成３年４月３０日消防

危第３７号）（平成５年１２月９日消防危第９５号） 

  (ｱ) 漏えい検知装置は、検知液の液面のレベルの変化を外側から目視によ

り読み取ることができる容器、当該容器と鋼製二重殻タンクの間げきと

を連結する配管及び検知液の液面のレベルが設定量の範囲を超えて変

化した場合に警報を発する装置により構成されるものとし、その設置の

例は【第６－１０図①、②、③】のとおりであること。 

 

【第６－１０図① 二重殻タンク漏れ検知システムの例】 
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【第６－１０図② 二重殻タンク漏れ検知システムの例】 

 

 
【第６－１０図③ 二重殻タンク漏れ検知システムの例】 

 

  (ｲ) 容器 

   ａ 容器の材質は、金属又は合成樹脂製とし、耐候性を有するものとす

ること。 

ｂ 容器の大きさは、漏洩検知液を７リットル以上収容できる大きさの
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ものとすること。 

ｃ 容器は、二重殻タンク本体の頂部から容器下部までの高さが２メー

トル以上となるよう設置すること。 

   ｄ 容器は従業員等が容易に検知液の液面を監視できる場所に、警報装

置は従業員等が容易に警報を覚知することができる場所に設けられて

いること。 

ただし、従業員等が常時いる場所に漏えい検知装置の異常の有無を

知らせる警報装置及び漏えい検知装置が正常に作動していることを確

認できる装置が設けられている場合にあっては、漏えい検知装置を販

売室、事務室等以外の整備室、雑品庫内に設けることができる。 

  (ｳ) 配管は、保護管を設ける等により変形及び損傷等を防止する措置を講

じるとともに、外面の腐食性を防止するための措置を講じられたもので

あり、可撓性のある樹脂チューブとすることができること。 

  (ｴ) 漏洩検知液はエチレングリコールを水で希釈したものとし、エチレン

グリコールを 30パーセント以下とした濃度のものを使用すること。 

 

 カ 事務処理上の注意点 

  (ｱ) 鋼製二重殻タンクに設けられた間げきが気密に造られているかどう

かの確認は、当該間げきに 70ｋPa 以上の水圧で水圧試験（水以外の不

燃性の液体又は不燃性の気体を用いて行う試験を含む。）を行ったとき、

漏れその他の異常がないことを確認することにより申請者が行うこと

となるが、消防機関においては、当該水圧試験において異常がなかった

旨の書類を提出させて完成検査を行うこと。 

  (ｲ) 浮力計算  

タンクの固定バンドの強度計算にあたっては、浮力計算に外殻部の間

隙についても空間容積を算入すること。 

 

(3) 鋼製強化プラスチック製二重殻タンク（平成５年９月２日消防危第６６

号）（平成７年３月２８日消防危第２８号） 

 ア 鋼製強化プラスチック製二重殻タンクの構造等 

(ｱ) 鋼製強化プラスチック製二重殻タンクの構造は、次のとおりであり、

その構造の例は【第６－１２図】に示すとおりであること。 

なお、鋼製強化プラスチック製二重殻タンクを地盤面下に埋設した場

合における当該タンクに係る土圧等は、強化プラスチックを介して鋼製

のタンクに伝えられる構造となっていること。  

ａ タンクの底部から危険物の最高液面を超える部分までの外側に厚さ

２ミリメートル以上のガラス繊維等を強化材とした強化プラスチック
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を微小な間隙（0.1ミリメートル程度）を有するように被覆すること。  

ｂ タンクに被覆された強化プラスチックと当該タンクの間隙内に漏れ

た危険物を検知できる設備を設けること。 

 

 

 

【第６－１１図 鋼製強化プラスチック製二重殻タンク構造例】 
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(ｲ) 強化プラスチックの材料は、次のとおりとすること。  

ａ 樹脂は、イソフタル酸系不飽和ポリエステル樹脂、ビスフェノール

系不飽和ポリエステル樹脂、ビニルエステル樹脂又はエポキシ樹脂と

すること。  

ｂ ガラス繊維等は、ガラスチョップドストランドマット（JIS R 3411）

ガラスロービング（JIS R 3412）、処理ガラスクロス（JIS R 3416）

又はガラスロービングクロス（JIS R 3417）とすること。  

ｃ 強化プラスチックに含有されるガラス繊維等の量は、強化プラスチ

ックの重量の 30パーセント程度とすること。  

ｄ タンクに被覆した強化プラスチックの強度的特性は、「構造用ガラ

ス繊維強化プラスチック」（JIS K 7011）第Ⅰ類１種（GL-5）相当で

あること。  

ｅ 強化プラスチックに充填材、着色材等を使用する場合にあっては、

樹脂及び強化材の品質に影響を与えないものであること。  

 イ 漏えい検知設備（平成５年９月２日消防危第６６号） 

   漏えい検知設備は、下記によること。 

  (ｱ) 漏えい検知設備は、タンクの損傷等により検知層に危険物が漏れた場

合及び強化プラスチックの損傷等により地下水が検知層に浸入した場

合に、これらの現象を検知するための検知層に接続する検知管内に設け

られたセンサー及び当該センサーが作動した場合に警報を発する装置

により構成されたものであること。 

  (ｲ) 検知管は、次により設けること。なお、鋼製強化プラスチック製二重

殻タンクに係るタンクの水圧検査は、検知管を取り付けた後に行うこと。 

ａ 検知管は、タンクの上部から底部まで貫通させ、検知層に接続する

こと。 

ｂ 検知管は、検知層に漏れた危険物及び浸入した地下水（以下「漏れ

た危険物等」という。）を有効に検知できる位置に設けること。  

ｃ 検知管は、直径 100 ミリメートル程度の鋼製の管とし、その内部に

はさびどめ塗装をすること。  

ｄ 検知管の底部には、穴あき鋼板を設けること。  

ｅ 検知管の上部には、ふたを設けるとともに、検知層の気密試験を行

うための器具が接続できる構造とすること。  

ｆ 検知管は、センサーの点検、交換等が容易に行える構造とすること。 

  (ｳ) 検知層に漏れた危険物等を検知するためのセンサーは、液体フロート

センサー又は液面計とし、検知管内に漏れた危険物等がおおむね３セン

チメートルとなった場合に検知できる性能を有するものであること。 

  (ｴ) 漏洩検知設備は、センサーが漏れた危険物等を検知した場合に、警報
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を発するとともに当該警報信号が容易にリセットできない構造とする

こと。 

なお、複数の鋼製強化プラスチック製二重殻タンクを監視する装置に

あっては、警報を発したセンサーが設けてある鋼製強化プラスチック製

二重殻タンクが特定できるものとすること。 

 ウ 鋼製強化プラスチックの被覆 

  (ｱ) タンクに強化プラスチックを被覆する方法は、ハンドレイアップ成形

法、スプレイアップ成形法又は成型シート貼り法によるものとし、均一

に施工できるものとすること。  

(ｲ) 強化プラスチックを被覆する前のタンクの外面は、被覆する強化プラ

スチック等に悪影響を与えないように、平滑に仕上げること。 

(ｳ) タンクの底部から危険物の最高液面を超える部分までに設ける検知

層は、タンクと強化プラスチックの間に、プラスチックが固化する場合

に発生する熱等により、ゆがみ、しわ等が生じにくい塩化ビニリデン系

のシート又は熱の影響を受けにくい材料で造られたスペーサーネット

等を挿入することにより造ること。なお、成型シート貼り法による場合

には、成型シートの接合部を除き、シート、スペーサーネット等は必要

ないものであること。  

(ｴ) 強化プラスチックに用いる樹脂の調合に当たっては、次によること。  

ａ 硬化剤、促進剤等を添加する場合にあっては、厳正に計量すること。  

ｂ 適切なポットライフ（調合した樹脂を使用することができる時間）

内で使用すること。  

(ｵ) 強化プラスチックに含有されるガラス繊維等は、均等に分布し、かつ、

表面に露出しないようにすること。 

(ｶ) 強化プラスチックは、樹脂の含浸不良、気泡、異物混入等がなく、か

つ、その表面に著しい傷、補修跡等がないようにすること。  

(ｷ) 強化プラスチックは、検知層の気密性を確保するように被覆すること。 

(ｸ) タンクにつり下げ金具等を取り付ける場合にあっては、検知層が設け

られていない部分に取り付けること。  

(ｹ) 強化プラスチックの被覆に係る製造時には、次の事項を確認すること。 

ａ 外観（目視により確認）  

強化プラスチックに歪み、ふくれ、亀裂、損傷、あな、気泡の巻き

込み、異物の巻き込み、シート接合部不良等がないこと。 

ｂ 強化プラスチックの厚さ（超音波厚計等を用いて確認） 

強化プラスチックの厚さが設定値以上であること。 

ｃ 検知層（検知層チェッカー等を用いて確認） 

設計上、検知層を設けることとしている部分に確実に間隙が存する



第 6-30 

 

こと。 

ｄ ピンホール（ピンホールテスター等を用いて確認） 

強化プラスチックにピンホールがないこと。 

ｅ 気密性（検知層を加圧（20KPa程度）し、加圧状態を１０分間以上維

持して確認）圧力降下がないこと。 

 エ 運搬、移動、設置上の留意事項 

  (ｱ) 鋼製強化プラスチック製二重殻タンクを運搬又は移動する場合にあ

っては、強化プラスチックを損傷させないように行うこと。【第６－１

２、１３図】 

なお、鋼製強化プラスチック製二重殻タンクを運搬する場合にあって

は、当該タンクの検知層を減圧（20KPa 程度）しておくことが、損傷を

防止する観点から効果的であること。 

 

【第６－１２図 タンクの運搬方法の例】 

 

 

【第６－１３図 タンクの吊り下げ作業法の例】 
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  (ｲ) 鋼製強化プラスチック製二重殻タンクの外面が接触する基礎台、固定

バンド等の部分には、緩衝材（厚さ 10 ㎜程度のゴム製シート等）を挟

み込み、接触面の保護をすること【第６－１４図】。 

 

【第６－１４図 タンク設置方法の例】 

 

  (ｳ) 鋼製強化プラスチック製二重殻タンクを設置する場合にあっては、当

該タンクを基礎台に据え付け、固定バンド等で固定した後に、検知層を

加圧（20kpa 程度）し、加圧状態を１０分間以上維持し圧力降下がない

ことを確認すること。  

(ｴ) 鋼製強化プラスチック製二重殻タンクを地盤面下に埋設する場合に

あっては、石塊、有害な有機物等を含まない砂を用いるとともに、強化

プラスチック被覆に損傷を与えないように作業をすること。  

(ｵ) 成型鋼板の基礎台を使用する場合にあっては、次によること。  

ａ 成型鋼板の基礎台とタンク本体の間にゴムマットを敷きタンクを安

定させること。  

ｂ タンクの形状に応じた幅、高さを有していること。  

ｃ 計算等によりタンクの安全性を確認すること。  

(ｶ) 警報装置は、常時人のいる場所に設けること。 

オ 事務処理上の留意事項 

鋼製強化プラスチック製二重殻タンクに係る完成検査を行う場合にあっ

ては、次の事項に留意して行うこと。  

(ｱ) 鋼製強化プラスチック製二重殻タンクの強化プラスチックの被覆に

係る完成検査としては、前記ウ(ｹ)ａからｄまでに掲げる事項について

確認することが必要であること。 

(ｲ) 検知層の気密性については、鋼製強化プラスチック製二重殻タンクを

地盤面下に埋設した後に、当該検知層を加圧（20kPa程度）又は減圧（2
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0kPa程度）し、当該状態を１０分間以上維持し圧力降下がないことを確

認すること。 

カ 危険物保安技術協会の二重殻タンク又は二重殻タンクの型式試験、被覆、

漏洩検知装置に係る各確認済証が貼付された二重殻タンクについての完成

検査については、平成６年２月１８日消防危第１１号「鋼製強化プラスチ

ック製二重殻タンクの取扱いについて」によること。 

なお、当該通知の鋼製二重殻タンクを設置する場合は、設置又は変更許

可申請書への強度計算書等の添付は要しないこととする。 

 

 
【第６－１５図 鋼製強化プラスチック製二重殻タンクに関する型式試験確認済証】 

 

キ ＳＦ二重殻タンクについて、危険物保安技術協会の確認済証が貼付され

ている場合の審査項目及び完成検査項目は、次表のとおりである。 

 

【第６－８表 ＳＦ二重殻タンク審査項目】 

 

 

 

 

 

貼付されている 

確認済証 

審査項目 

ＳＦ二重殻

タンクの 

被覆等 

漏洩検知装置 

ＳＦ二重殻タンク

の被覆等及び漏洩

検知装置 

貼付なし 

強化プラスチック － 〇 － 〇 

強化プラスチックに用いる樹脂等

の使用材料 
－ 〇 － 〇 

検知管 － 〇 － 〇 

検知層の間隔等 － 〇 － 〇 

漏洩検知装置 〇 － － 〇 

吊り下げ金具の取付け位置 － 〇 － 〇 

タンクの据付方法 〇 〇 〇 〇 
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貼付されている 

確認済証 

完成検査項目 

ＳＦ二重殻 

タンク 

の被覆等 

漏洩検知

装置 

ＳＦ二重殻タンクの

被覆等及び漏洩検知

装置 

貼付なし 

完成検査前検査 〇 〇 〇 〇 

自主検査 － 〇 － 〇 

運搬時及び現場到着時の減圧の確認 〇 〇 〇 〇 

目視検査 － 〇 － 〇 

厚さ計による検査 － 〇 － 〇 

検知層チェック － 〇 － 〇 

ピンホールチェック － 〇 － 〇 

タンクの据付け状態 〇 〇 〇 〇 

漏洩検知装置 〇 － － 〇 

加圧、減圧検査 〇 〇 〇 〇 

備考 ○：実施する項目  －：省略できる審査及び検査項目 

【第６－９表 ＳＦ二重殻タンク完成検査項目】 

 

(4) 強化プラスチック製二重殻タンク（平成７年３月２８日消防危第２８号） 

 ア 強化プラスチック製二重殻タンクの構造等 

(ｱ) 強化プラスチック製二重殻タンクは、タンク及び当該タンクに被覆さ

れた強化プラスチック（以下「外殻」という。）が一体となって当該強

化プラスチック製二重殻タンクに作用する荷重に対して安全な構造を

有するものであり、その例を示すと【第６－１６図】に示すとおりであ

ること。 

 

【第６－１６図 強化プラスチック製二重殻タンクの構造例】 
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また、危省令第２４条の２の４に定める安全な構造については、下記

の強化プラスチック製二重殻タンクの構造安全性の確認方法における

内圧試験及び外圧試験により確認されるものであること。 

なお、強化プラスチック製二重殻タンクを地盤面下に埋設した場合に

当該タンクに作用する土圧、内圧等の荷重に対し安全な構造とするうえ

でのタンク及び外殻の役割としては、次のものがあること。 

ａ 土圧等による外圧及び貯蔵液圧等による内圧に対して外殻及びタン

クの双方で荷重を分担するもの 

ｂ 土圧等の外圧に対しては外殻で、貯蔵液圧等による内圧に対しては

タンクでそれぞれ荷重を分担するもの 

強化プラスチック製二重殻タンクの構造安全性の確認方法 

１ 材料試験（構造に関する事項に限る。）  

(1) 試験片は、地下貯蔵タンクの一部から切り出したもの又は当該タンクの製造と同一条件で製作し

たものを用いること。  

(2) 試験方法  

ア 引張試験は、引張強さ及び引張弾性率をそれぞれ１０個の試験片について、JlS K7054「ガラス

繊維強化プラスチックの引張試験方法」によって行い、平均値を求めること。この場合において試

験速度は、原則として当該規格の速度Ａとすること。  

なお、引張強さについては、標準偏差を求めること。  

ポアソン比については、３以上の試験片において測定した平均値により求めることを原則とす

るが、既往の試料から推定が可能な場合はこれによることができること。  

イ 曲げ試験は、曲げ強さ及び曲げ弾性率をそれぞれ１０個の試験片について、JlS K7055「ガラス

繊維強化プラスチックの曲げ試験方法」によって行い、平均値を求めること。  

なお、曲げ強さについては、標準偏差を求めること。  

(3) 試験結果の整埋  

許容応力（２（３）に使用）は、次の式により算出すること。 

 

２ 内圧試験及び外圧試験 

内圧試験及び外圧試験はそれぞれ次によって行い、その各状態においてひずみ及び変形を測定し、

１の材料試験の結果とあわせて(3)の安全性の確認を行い、また、試験後において目視によって測定箇

所以外の変形等異常の有無の確認を行うものとすること。 
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内圧試験及び外圧試験は、同一の強化プラスチック製二重殻タンクを用いて行うこと。 

この場合において、内圧試験及び外圧試験の順序は、どちらが先でも差し支えないこと。 

(1) 内圧試験（規則第２４条の２の４第２号に定める安全な構造の確認） 

ア 試験圧力 

試験圧力は、７０ｋPa 以下の水圧とすること。ただし、圧力タンクにあっては、最大常用圧力の

1.5倍以上とすること。 

イ 試験方法 

地下貯蔵タンク及び外殻に大きな応力が発生すると予想される箇所の内外面に２軸ひずみゲージ

を張り、タンクを設置する基礎と同じ構造の基礎に固定し、タンクに水を注入して加圧し、４段階の

荷重で主軸方向のひずみ及び変形を測定すること。なお、測定は、５箇所以上行うこと。 

この場合において、次の点に留意すること。 

①主軸方向をｘ、ｙとし、内外の同じ位置のものを一組として１箇所とすること。 

②主軸方向が不明の場合は、３軸ゲージによって主ひずみを求めること。 

③変形は、主要な箇所２箇所以上で、かつ、２方向以上計測し、最大目盛１／５０mm以下の変位計

を用いて各荷重段階において計測すること。 

④温度差による誤差が生じないよう管理を行うか、又は補正等を考慮すること。 

⑤荷重段階は、試験圧力を概ね４等分とすること。 

⑥圧力保持時間は、試験圧力時において１時間以上とすること。 

ウ 試験結果の整理 

(ｱ) ひずみの算出 

ｘ、ｙ方向の引張ひずみと曲げひずみは、測定された主ひずみを用い、次の式により算出する

こと。 

 

 
(2) 外圧試験（規則第２４条の２の４第１号に定める安全な構造の確認） 

ア 試験方法 

タンクを設置する基礎と同じ構造の基礎を水槽に設け、当該基礎にタンクを固定し、水槽内に水

を注入し、４段階の荷重で主軸方向のひずみ及び変形を測定すること。 

最高水位は、タンクの最上部の外殻の外面から５０cm以上の高さとし、タンク底部から最高水位
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までをほぼ４等分した高さの水位ごとに測定すること。 

また、水位保持時間は、最高水位時において１時間以上とすること。 

なお、この試験における留意点は、(1)イの①から④までと同様であること。 

イ 試験結果の整理 

ひずみ及び応力の算出は、(1)ウの例によること。 

(3) 構造安全性の確認 

ア 変形量の確認 

内圧試験及び外圧試験において、変形量が地下貯蔵タンクの直径の３％以内であること。この場

合において、タンク形状が矩形等の場合にあっては、短辺方向の内寸法を指すものであること。 

なお、この変形量の確認方法においては、測定点数が少ないため、変形量が地下貯蔵タンクの直

径の１．５％を超えた場合は、変形量の測定点数を１０箇所以上として再試験を行い、変形量が地

下貯蔵タンクの直径の３％以内であることを確認すること。 

イ 応力度比の確認 

内圧試験及び外圧試験において算出された発生応力（σtx、σty、σbx、σby）及び許容応力（ft、

fb）が、すべての測定点について、次の式をいずれも満たすことを確認すること。 

 

 

  (ｲ) 強化プラスチック製二重殻タンクに設けられた間げき（以下「検知層」

という。）は、土圧等によるタンクと外殻の接触等により検知機能が影

響を受けないものとすること。 

なお、検知層の大きさは特に規定されていないが、検知液による漏え

い検知設備を用いる場合にあっては、３ミリメートル程度とすること。  

(ｳ) 強化プラスチックの材料のうちガラス繊維等については、危省令第２

４条の２の２第３項第２号ロに定めるものの複数の組み合わせによっ

ても差し支えないこと。 

(ｴ) 強化プラスチックに充てん材、着色材等を使用する場合にあっては、

樹脂及び強化材の品質に影響を与えないものであること。 

(ｵ) 強化プラスチック製二重殻タンクの基礎及び設置は、平成２９年１２

月１５日付け消防危第２０号の砕石基礎構造によること。 

(ｶ) ノズル、マンホール等の取付部は、タンク本体と同等以上の強度を有

するものであること。 

 イ 強化プラスチック製二重殻タンク内殻に用いる強化プラスチックの材質 

強化プラスチック製二重殻タンクの内殻に強化プラスチックを用いる場
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合は、当該タンクにおいて貯蔵し又は取り扱う危険物の種類（自動車ガソ

リン、灯油、軽油又は重油（一種に限る）を除く。）に応じて、日本産業

規格Ｋ７０７０「繊維強化プラスチックの耐薬品試験方法」に定められて

いる方法で、日本産業規格Ｋ７０１２「ガラス繊維強化プラスチック製耐

食貯槽」６．３に規定する基準に適合していることを耐薬品性能試験結果

により確認すること。 

 ウ 漏えい検知設備の構造等 

危険物の漏れを検知できる設備（以下「漏えい検知設備」という。）は、

次によること。 

(ｱ) 漏えい検知設備は、タンクが損傷した場合に漏れた危険物を検知する

ためのセンサー及び当該センサーが作動した場合に警報を発する装置

により構成されたものであること。 

(ｲ) 検知管を設ける場合の検知管及び漏えい検知設備は、次によること。 

なお、強化プラスチック製二重殻タンクの地下貯蔵タンクの水圧検査

は、検知管を取り付けた後に行うこと。  

ａ 検知管は、タンクの上部から底部まで貫通させ、検知層に接続する

こと。  

ｂ 検知管は、検知層に漏れた危険物を有効に検知できる位置に設ける

こと。 

ｃ 検知管は、タンクと同材質で造られた直径１００ミリメートル程度

の管とすること。 

ｄ 検知管の上部にはふたを設けるとともに、検知層の気密試験を行う

ための器具が接続できる構造とすること。 

ｅ 検知管は、センサーの点検、交換等が容易に行える構造とすること。  

ｆ 検知層に漏れた危険物を検知するためのセンサーは、液体フロート

センサー又は液面計とし、検知管内に漏れた危険物が概ね３センチメ

ートルとなった場合に検知できる性能を有するものであること。  

ｇ 漏えい検知設備は、センサーが漏れた危険物を検知した場合に、警

報を発するとともに当該警報信号が容易にリセットできない構造とす

ること。 

なお、複数の二重殻タンクを監視する装置にあっては、警報を発し

たセンサーが設けてある二重殻タンクが特定できるものとすること。  

(ｳ) 検知液による漏えい検知設備を用いる場合にあっては、前記(1)の鋼

製二重殻タンクの「漏えい検知装置」の例によること。この場合におい

て、タンク及び外殻の強化プラスチックに用いる樹脂は、検知液により

侵されないものとすること。 

エ 強化プラスチックの被覆 
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(ｱ) 強化プラスチックを被覆する方法は、ハンドレイアップ成形法、スプ

レイアップ成形法、成型シート貼り法、フィラメントワインディング法

等のいずれか又はこれらの組み合わせによることができるが、均一に施

工できるものとすること。 

(ｲ) 強化プラスチックに用いる樹脂の調合は、次によること。 

ａ 硬化剤、促進剤等を添加する場合にあっては、厳正に計量すること。 

ｂ 適切なポットライフ（調合した樹脂を使用することができる時間）

内で使用すること。 

(ｳ) 強化プラスチックに含有されるガラス繊維等は、均等に分布し、かつ、

表面に露出しないようにすること。 

(ｴ) 強化プラスチックは、樹脂の含浸不良、気泡、異物混入等がなく、か

つ、その表面に著しい傷、補修跡等がないようにすること。  

(ｵ) 外殻は、検知層の気密性及び液密性を確保するように被覆されている

こと。  

(ｶ) 強化プラスチック製二重殻タンクにつり下げ金具等を取り付ける場

合にあっては、接続部について試験等により安全性が確認されているも

のとすること。  

(ｷ) 強化プラスチック製二重殻タンクの製造時には、次の事項を確認する

こと。  

ａ 外観（目視により確認）  

強化プラスチックに歪み、ふくれ、亀裂、損傷、あな、気泡の巻き

込み、異物の巻き込み等がないこと。  

ｂ 強化プラスチックの厚さ（超音波厚さ計等を用いて確認）  

強化プラスチックの厚さが、設定値以上であること。  

ｃ 検知層  

設定した間げきが存すること。  

ｄ 気密性（別記２の気密試験により確認）  

検知層が気密であること。 

オ その他の留意事項 

(ｱ) 強化プラスチック製二重殻タンクを運搬し、又は移動する場合は、強

化プラスチックを損傷させないように行うこと。  

(ｲ) 強化プラスチック製二重殻タンクを設置する場合には、下記の強化プ

ラスチック製二重殻タンクの気密試験方法により気密性を確認するこ

と。  

(ｳ) 警報装置は、常時人のいる場所に設けること。 
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強化プラスチック製二重殻タンクの気密試験方法 

１ 地下貯蔵タンクに、２０ｋPaの空気圧を加えること。 

２ 圧力を１時間測定し、変化のないことを確認すること。 

３ 検知層に空気圧を加え、検知層とタンク本体を同時に加圧した状態とすること。 

なお、この際に検知層及びタンク本体がともに２０ｋPaの圧力となるよう調整すること。 

４ 圧力を１０分間測定し、圧力降下がないことを確認すること。 

 

カ 事務処理上の留意事項 

強化プラスチック製二重殻タンクに係る完成検査等を行う場合に留意す

べき事項としては次のものがあること。  

(ｱ) 強化プラスチック製二重殻タンクの完成検査前検査として行う水圧

検査は、外殻、強め輪等の補強措置及びノズル等（検知管を設ける場合

には、検知管を含む。）を付した状態で実施して差し支えないものであ

ること。  

(ｲ) 強化プラスチック製二重殻タンクの完成検査時においては、危省令第

２４条の２の４に定める安全な構造及び前記(3)キについて確認するこ

と。 

なお、安全な構造の確認については、同一形状、同一構造、同一材質

のタンクによって、事前に実施された試験の結果を活用できるものであ

ること。 

 キ 危険物保安技術協会の強化プラスチック製二重殻タンクに係る各確認済

証（ＦＦタンク本体、漏洩検知設備）が貼付された二重殻タンクについて

は前(3)キのとおりとし、危険物保安技術協会のＦＦ二重殻タンク及び漏洩

検知装置の確認済証が貼付されている場合の審査項目及び完成検査項目は、

次表のとおりである。 

貼付されている 

確認済証 

審査項目 

ＦＦタンク 

の本体 

漏洩検知 

設備 

ＦＦタンクの本体 

及び漏洩検知設備 
貼付なし 

強化プラスチックに用いる樹脂等の使用材料及

び製造方法 
－ 〇 － 〇 

二重殻タンクの構造 － 〇 － 〇 

検知管 － 〇 － 〇 

検知層 － 〇 － 〇 

吊手 － 〇 － 〇 

構造計算 － 〇 － 〇 

材料試験 － 〇 － 〇 
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二重殻タンク本体の構造等 － 〇 － 〇 

内圧試験及び外殻試験 － 〇 － 〇 

検知層の間隔等 － 〇 － 〇 

構造安全性 － 〇 － 〇 

漏洩検知設備 〇 － － 〇 

タンクの埋設方法 〇 〇 〇 〇 

タンクの据付方法 〇 〇 〇 〇 

備考 〇：実施する項目  －：省略できる審査及び検査項目 
【第６－９表 ＦＦ二重殻タンク審査項目】 

 

貼付されている 

確認済証 

完成検査項目 

ＦＦタン

ク 

の本体 

漏洩検知 

設備 

ＦＦタンクの本体 

及び漏洩検知設備 
貼付なし 

完成検査前検査 〇 〇 〇 〇 

自主検査 － 〇 － 〇 

運搬時及び現場到着時の減圧及び検知液の確認 〇 〇 〇 〇 

目視検査 － 〇 － 〇 

検知層チェック － 〇 － 〇 

ピンホールチェック － 〇 － 〇 

タンクの据付け状態 〇 〇 〇 〇 

タンクの埋設状態 〇 〇 〇 〇 

漏洩検知設備 〇 － － 〇 

加圧、減圧検査等 〇 〇 〇 〇 

備考 〇：実施する項目  －：省略できる審査及び検査項目 
【第６－１０表 ＦＦ二重殻タンク完成検査項目】 

  

(5) 設置場所の制限（第２項第２号） 

   地下貯蔵タンク（二重殻タンクに限る。）は、地盤面下に設けられたタン

ク室に設置することとされているが、第４類の危険物の二重殻タンクが次の

各項目に適合するものであるときは、この限りでない。 

 ア 大きさが、タンクの水平投影の縦及び横より０．６m 以上大きく、かつ、

厚さ０．３m以上の鉄筋コンクリート造のふたで覆われていること。 

 タンクのふたに用いる鉄筋は、直径９mm以上とし、配筋の間隔は、主筋

（短辺）は０．２ｍ以下、配力筋（長辺）は０．３ｍ以下とすること。た

だし、配筋をダブル筋とする場合にあっては、主筋及び配力筋ともに０．

３ｍ間隔とすることができるものとする。 
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イ ふたにかかる重量が直接タンクにかからない構造であること。 

また、その方法にあっては、ふたを支えるための支柱を設ける等の方法

があり、その支柱の構造等は下記によること。 

(ｱ) 支柱は、鉄筋コンクリート造又はヒューム管とすること。 
(ｲ) 支柱の本数は、タンク１基につき４本以上とすること。 

なお、タンク郡の場合にあっては、【第６－１７図】によることがで

きるもの。 

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　支柱

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　タンク

 

【第６－１７図 支柱設置例】 

 

(ｳ) 支柱１本当たりの最大許容軸方向荷重は次により求められる。 

ａ 支柱を帯鉄筋柱とした場合 

Ｐo＝α／３（０．８５×σck×Ａｃ＋σsy´×Ａｓ） 

Ｐo：最大許容軸方向荷重（Ｎ）  

σck：コンクリートの２８日設計基準強度（Ｎ／㎟） 

Ａc：帯鉄筋柱のコンクリート断面積（㎠） 

σsy´：軸方向鉄筋の圧縮降伏点応力度（Ｎ／㎟） 

Ａs：軸方向鉄筋の全断面積（㎠） 

α：補正係数(ｈe／ｄ≦１５のときα＝１   １５＜ｈe／ｄ≦４０ 

のときα＝１．４５－０．０３ｈe／ｄ)ここで、ｈe：柱の有効 

長さ（㎝）、ｄ：帯鉄筋柱の最小横寸法（㎝） 

【計算例】 

ｄ＝20（㎝）,ｈｅ＝300（㎝）によりｈｅ/ｄ＝15となるのでα＝１ 

σck＝18（Ｎ／㎟） Ａc＝ｄ²＝400（㎠）  

σsy´＝210（Ｎ／㎟）（ＳＲ235） ＡS＝4.52（㎠） 

Ｐo＝1／3（0.85×18×40000＋210×452）＝235640（Ｎ）≒235.6（ｋＮ） 

したがって、支柱１本あたりの最大許容軸方向荷重は、235.6kNとなる。 
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ｂ 支柱にヒューム管を用いた場合 

最大軸方向荷重は、帯鉄筋柱の例により計算する。ただし、計算式における 

Ａcは、次式により求める。 

Ａc＝π／４・Ｄ²（㎠）  Ｄ：ヒューム管の内径（㎝） 

    ｃ 支柱の必要本数 

支柱の必要本数は、蓋の重量Ｌと蓋にかかる重量Ｑとの和を最大許容軸方向 

荷重Ｐoで除して求める。 

支柱の必要本数≧（Ｌ＋Ｑ）／Ｐo 

  (ｴ) 支柱の太さは、支柱にかかる重量に応じ、角柱にあっては、一辺の長

さ 20㎝以上、円柱にあっては、直径 20㎝以上であること。 

  (ｵ) 鉄筋コンクリート造の支柱は、帯鉄筋又はら旋鉄筋柱とし、次による

こと。 

   ａ 軸方向筋の直径は丸鋼 12 ㎜以上で、柱ごとに 4 本以上とすること。 

   ｂ 帯鉄筋の直径丸鋼 6 ㎜以上で、その間隔は柱の最小横寸法、軸方向

鉄筋の直径の 12 倍又は帯鉄筋の直径の 48 倍のうち、その値が最も小

さな値以下であること。 

 

【第６－１８図 鉄筋コンクリート造の支柱】 

 

   ｃ 軸方向鉄筋は、基礎及びふたの鉄筋と連結すること。 

ウ 「タンクが堅固な基礎の上に固定されている」とは、次によること。 

(ｱ) タンクの基礎 

ａ 基礎は、厚さ０.２ｍ以上の鉄筋コンクリート（鉄筋は直径９mm以上

のものとし、配筋の間隔は、上記(5)アの例によること。）とすること。 

ｂ タンクの基礎とタンクの間は、０.１ｍ以上の間隔を保つこと。 

  (ｲ) タンクの固定 

ａ 締付けバンド（幅５０mm以上、厚さ６mm以上の鋼帯）及びボルト（直

径１６mm以上）等により、間接的に固定すること。 

ｂ アンカーボルトは、下部を屈曲させたものとし、タンクの基礎の厚

みの中心まで達すること。 

ｃ タンクが地下水によって浮上しない構造とすること。 
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     なお、浮力に対する計算例は次のとおりとする。 

 

【浮力に対する計算例 】 

⑴ タンクが浮上しない条件  

タンクが浮上しないためには、埋土及び基礎重量がタンクの受ける浮力より大でなければ 

ならない。  

   ＷＳ＋ＷＣ＞Ｆ  

ＷＳ：埋土重量の浮力に対する有効値   ＷＣ：基礎重量の浮力に対する有効値  

Ｆ：タンクの受ける浮力 

 

［計算例等］  

① タンクの受ける浮力（Ｆ）  

タンクの受ける浮力は、タンクが排除する水の重量から、タンクの自重を減じたもので 

ある。  

Ｆ＝Ｖｔ×ｄ1－Ｗｔ  

Ｖｔ×ｄ1：タンクが排除する水の重量（Ｖｔ：タンクの体積 ｄ１：水の比重（＝1.0）） 

Ｗｔ：タンクの自重  

 

Ｖｔ＝πｒ²｛ℓ＋［（ℓ１＋ℓ２）/３］｝  

Ｗｔ＝（２πｒℓｔ１＋２πｒ²ｔ２＋ｎπｒ²ｔ３）×ｄ２  

π：円周率（3.14） ｒ：タンクの半径  ℓ ：タンクの胴長  

ℓ１、ℓ２：タンクの鏡板の張出 ｔ１：胴板の厚み ｔ２：タンクの鏡板の厚み 

ｔ３：仕切板の厚み ｎ：仕切板の数  ｄ２：鉄の比重（＝7.8）  

 

② 埋土重量の浮力に対する有効値（ＷＳ）  

埋土重量の浮力に対する有効値とは、埋土の自重から埋土が排除する水の重量を減 

じたものである。  

ＷＳ＝ＶＳ×ｄＳ－ＶＳ×ｄ１＝ＶＳ×（ｄＳ－ｄ１）  

ＶＳ：埋土の体積  ｄＳ：埋土の比重（＝1.8）  ｄ１：水の比重（＝1.0） 

 

ＶＳ＝Ｌ１×Ｌ２×Ｈ１－（Ｖｔ＋0.7ｎ１×Ｌ２×ｈ１×Ｔ）  

ＶＳ：埋土の体積  Ｖｔ：タンクの体積   

0.7：基礎台の切込部分を概算するための係数  ｎ１：基礎台の数  

Ｌ１、Ｌ２、Ｈ１、ｈ１、Ｔは、次図による。  
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固定バンド

基礎台

基礎スペース

アンカーボルト

Ｔ

Ｌ１

Ｌ２

ａ＝90°

基礎スペース

Ｈ2

ｈ1

ｈ2

Ｌ2

Ｈ1

Ｂ

 

③ 基礎重量の浮力に対する有効値（Ｗｃ）  

基礎重量の浮力に対する有効値とは、基礎重量から基礎が排除する水の重量を減じた

ものである。  

ＷＣ＝ＶＣ×ｄＣ－ＶＣ×ｄ１＝ＶＣ（ｄＣ－ｄ１）  

ＷＣ：基礎重量の浮力に対する有効値   ＶＣ：基礎の体積  

ｄＣ：コンクリートの比重（＝2.4）  ｄ１：水の比重 （＝1.0） 

 

ＶＣ＝Ｌ１×Ｌ２×ｈ２＋0.7ｎ１×Ｌ２×ｈ１×Ｔ  

ＶＣ：基礎の体積  0.7：基礎台の切込部分を概算するための係数  

ｎ１：基礎台の数   Ｌ１、Ｌ２、ｈ１、ｈ２、Ｔは、前図による。 

 

⑵ バンドの所要断面積  

タンクを基礎に固定するためのバンドは、タンクが受ける浮力によって切断されないだけ

の断面積を有しなければならない。  

Ｓ≧（Ｆ－ＷＢ）/２σＮ  

Ｓ ：バンドの所要断面積（バンドを固定するためのボルトを設ける部分のうち、ボルト

の径を除いた部分の断面積）  

Ｆ ：タンクの受ける浮力  ＷＢ：第 6-2 図に示すＢ部分の埋土重量の浮力に対する 

有効値  

σ ：バンドの許容引張応力度（SS400 を用いる場合は、16kg/mm²）  Ｎ ：バンド 

の数  

 

ＷＢ＝｛２ｒＨ２(ℓ＋ℓ１＋ℓ２)－πｒ²／２×(ℓ＋［(ℓ１＋ℓ２)/３］)｝×（ｄＳ－ｄ１）  

ｒ：タンクの半径  Ｈ２：前図による。 ℓ：タンクの胴長  ℓ1、ℓ2：タンクの鏡板の張出  

π：円周率（＝3.14） ｄＳ：埋土の比重（＝1.8） ｄ１：水の比重 （＝1.0） 
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⑶ アンカーボルトの所要直径  

バンドを基礎に固定するためのアンカーボルトは、バンドに働く力によって切断されない

だけの直径を有しなければならない。  

 

 

 

ｄ：アンカーボルトの所要直径（谷径） Ｆ：タンクの受ける浮力 

ＷＢ：第 6-2図に示すＢ部分の埋土重量の浮力に対する有効値 

σｔ：アンカーボルトの許容引張応力度（SS400 を用いる場合、12kg/mm２） Ｎ：バンド 

の本数  

   ｄ 鉄筋コンクリート製枕基礎、鋼製枕を設けず、砕石基礎とする場合

の砕石床の寸法等は次表によるものとし、その他の運用については「地

下貯蔵タンクの砕石基礎による施工方法について」（平成８年１０月

１８日消防危第１２７号※平成１２年消防危第３８号、平成１７年１

０月２７日消防危第２４６号、平成２９年１２月１５日消防危第２０

５号により一部改正）によること。 

(6) タンクの材料等（第２項第３号） 

   タンクは、厚さ３．２mm以上の鋼板又は、貯蔵し、若しくは取り扱う危険

物の種類に応じて総務省令（危省令第２４条の２の３）で定める強化プラス

チックで造ること。 

(7) 強化プラスチック製二重殻タンクの構造（第２項第４号） 

強化プラスチック製二重殻タンクは、次に掲げる荷重が作用した場合にお

いて、変形が地下貯蔵タンク直径の３％以下であり、かつ、曲げ応力度比（曲

げ応力を許容曲げ応力で余したものをいう。）の絶対値と軸方向応力度比（引

張応力又は圧縮応力を許容軸方向応力で余したものをいう。）の絶対値の和

が一以下である構造としなければならない。この場合において、許容応力を

算定する際の安全率は四以上の値とされている。 

 ア 強化プラスチック製二重殻タンクの頂部が水面から０．５m 下にある場合

にタンクに作用する圧力 

イ 圧力タンク以外のタンク ７０kPa 

ウ 圧力タンク 最大常用圧力の１．５倍の圧力 

(8) 二重殻タンクの外面保護（第２項第５号） 

   「１(7) タンク等の外面保護」の例によること。 

 

 

 

２σｔＮ 
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３ コンクリート被覆の地下タンク貯蔵所の構造（第３項） 

地下貯蔵タンクを適当な防水の措置を講じた厚さ０．１５m（側方及び下方

にあっては、０．３m）以上のコンクリートで被覆した構造の地下タンク貯蔵

所の位置、構造及び設備の基準について定められたものである。 

なお、運用の基準については、昭和６２年７月２８日消防危７５号「地下

貯蔵タンクの漏れ防止構造について」によること。 

 

  第１３条のうち、次の規定が適用される。 

適 用 規 定 規 定 の 内 容 

第１項第３号 

第１項第５号 

第１項第６号 

第１項第８号 

第１項第８号の２ 

第１項第９号 

第１項第９号の２ 

第１項第１０号 

第１項第１１号 

第１項第１２号 

第１項第１３号 

第２項第２号 

地下貯蔵タンクの頂部と地盤面との距離 

標識、掲示板 

地下貯蔵タンクの構造等 

通気管、安全装置 

液量自動表示装置 

注入口 

ポンプ設備 

配管 

タンク頂部への配管の取付け 

電気設備 

漏えい検査管等 

設置場所の制限 

【第６－１１表 適用される規定（漏れを防止することができる構造）】 

 

４ アルキルアルミニウム等及びアセトアルデヒド等の地下タンク貯蔵所（第

４項） 

アルキルアルミニウム等、アセトアルデヒド等及びヒドロキシルアミン等

を貯蔵し、又は取り扱う地下タンク貯蔵所について、第１項から第３項まで

に掲げる基準を超える特例が定められている。（危省令第２４条の２の６～

８） 

(1) 上記に掲げる危険物とは下記の危険物をいう。 

 ア アルキルアルミニウム等とは、アルキルアルミニウム、アルキルリチウ

ム又はこれらのいずれかを含有するもの。（危省令第６条の２の８） 

 イ アセトアルデヒド等とは、アセトアルデヒド、酸化プロピレン又はこれ

らのいずれかを含有するもの。（危省令第１３条の７） 

 ウ ヒドロキシルアミン等とは、ヒドロキシルアミン、ヒドロキシルアミン

塩類又はこれらのいずれかを含有するもの。（危省令第１３条の７） 

(2) アセトアルデヒド等を貯蔵し、又は取り扱う地下タンク貯蔵所にあっては、
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下記によること。 

 ア 地盤面下に設けられたタンク室に設置するよう指導すること。 

 イ 地下タンクの設備は、銅、マグネシウム、銀若しくは、水銀、又はこれ

らを成分とする合金で造らないこと。 

 ウ 地下貯蔵タンクには、冷却装置又は保冷装置及び燃焼性混合気体の生成

による爆発を防止するための不活性の気体を封入する装置を設けること。 

ただし、危険物の温度を適温に保つことができる場合には、冷却装置又

は保冷装置を設けないことができる。 
(3) ヒドロキシルアミン等を貯蔵し、又は取り扱う地下タンク貯蔵所にあって

は、下記によること。 

 ア ヒドロキシルアミン等の温度上昇による危険な反応を防止するための 

措置を講じること。 

 イ 鉄イオン等の混入による危険な反応を防止するための措置を講じること。

 


